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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１） 経営成績に関する分析 

① 経営成績 

当事業年度の受注高は、活発な公共投資や民間設備投資の回復傾向を背景として前事業

年度と同水準の 11,566 百万円となりましたが、売上高は、期首の受注残高が前事業年度に

比べ 590 百万円少なかったことや年度末に工事が集中し翌期への繰り越し工事が増加した

ことなどから、前事業年度に比べ 1,179 百万円減の 11,080 百万円となりました。港湾設備

の維持補修を中心としたインフラ整備案件は引き続き堅調に推移しており、当事業年度末

の受注残高は、前事業年度末に比べ 485 百万円増の 2,039 百万円となりました。 

損益面では、売上高の減少や円安による原材料価格の高騰、労務費コストの上昇などマ

イナス要因はあるものの、工程管理の徹底や効率的な要員配置に努めた結果、経常利益は

895 百万円（前事業年度は 1,262 百万円）、当期純利益は 545 百万円（前事業年度は 770 百

万円）と前事業年度の最高益に次ぐ利益水準となりました。 

② 次期の見通し 

次期につきましては、引き続き堅調が見込まれるインフラ整備需要を、組織体制を強

化しつつ着実に捉えることにより、売上高 112 億円、経常利益 870 百万円、当期純利益

570 百万円を見込んでおります。 

 

（２） 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末の総資産につきましては、前事業年度末に比べ 101 百万円減の 10,173 百万

円となりました。主な減少要因は受取手形、完成工事未収入金及び売掛金の売掛債権の減

513 百万円であり、主な増加要因は関係会社預け金の増 419 百万円であります。 

負債につきましては、前事業年度に比べ 264 百万円減の 3,661 百万円となりました。主

な減少要因は未払法人税等の減 250 百万円、支払手形、工事未払金及び買掛金の仕入債務

の減 194 百万円であり、主な増加要因は退職給付引当金の増 169 百万円（退職給付債務算

定方法の見直しによる増 161 百万円を含む）であります。 

純資産につきましては、前事業年度末に比べ162百万円増の6,511百万円となりました。

これは主に利益剰余金の増 156 百万円（当期純利益 545 百万円による増と退職給付に係る

期首調整額 104 百万円及び剰余金の配当 284 百万円による減）によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は前事業年度末に比

べ 379 百万円増の 3,482 百万円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況と主な増減要因は以下のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動で獲得した資金は 736 百万円(前事業年度は 181 百万円の資金獲得)となりまし

た。資金の主な増加要因は税引前当期純利益及び減価償却費の増 980 百万円及び売上債権

の減 513 百万円であり、資金の主な減少要因は仕入債務の減 182 百万円及び法人税等の支

払い 537 百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は74百万円(前事業年度は83百万円の資金使用)となりました。

このうち、主なものは事業活動に必要な固定資産の取得であります。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は 282 百万円(前事業年度は 155 百万円の資金使用)で、配当金

の支払いによるものであります。 

 

    キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 23 年

３月期 

平成 24 年

３月期 

平成 25 年

３月期 

平成 26 年 

３月期 

平成 27 年

３月期 

自己資本比率 

（％） 
63.8 62.1 61.0 61.8  64.0 

時価ベースの自己資本比

率（％） 
41.5 40.2 42.8 55.3  47.5 

   自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   （注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

   （注２）キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、算

定の基礎となる期末有利子負債がないため、記載しておりません。 

  

（３） 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

    利益配分につきましては、安定配当を基本としつつ、配当性向、配当利回り等を総合

的に勘案して決定する方針としております。 

当期の配当につきましては、当初１株当たり 30 円を予定しておりましたが、当期の

業績が当初予想を上回り、利益水準も向上していることから、配当方針に基づき検討

し、１株当たり 15 円増配の 45 円といたしました。 

     なお、次期の配当金につきましても、１株当たり 45 円を予定しております。 

 

（４） 事業等のリスク 

① 公共投資への依存度 

当社の基幹事業である港湾関連施設の防食事業は主に官公庁を対象としており、公共投

資の動向に大きく左右されます。 

公共投資は財政の制約から、既存設備を延命化し、更新投資の発生を極力抑える取組も

進められており、設備の延命化を目的とした防食事業にとっては、中長期的に追い風と認

識しております。 

 

② 特定対象物への依存度 

  当社事業の対象物は、鋼構造物が主体であり、鉄から他の素材への転換に伴う需要の喪

失リスクが一部想定されますが、中長期的な経済性等から判断し、事業への大きな影響

はないと判断しております。 

 

③ 海外・異業種からの事業参入 

  海外からの防食材料の流入、国内の異業種からの事業参入等があります。当社は電気防

食を中核として、防食に関する調査、設計、製造、施工までを一貫して行う防食専業者

として長年培った技術力によるお客様の信頼に加え、継続したコスト削減の実施により、

競争力の維持を図っております。 
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④ 原材料の高騰 

当社製品の主要原材料であるアルミ地金等の価格が高騰した場合、それを直ちに製品価 

格に転嫁しづらいというリスクがあります。 

 

⑤ 与信リスク 

  当社事業の防食工事はお客様から単体で直接請負うことは少なく、全体工事をゼネコン

等の建設業者が元請し、当社は防食工事部分を下請することが多い状況にあります。 

公共工事については、入札により小規模な建設業者が元請することも多く、与信リス

クは増大しております。社内与信管理システムの強化により、与信問題の発生を最小限

に抑えるよう努めております。 

 

２．企業集団の状況 

   当社グループは、当社及びその他の関係会社(三井金属鉱業株式会社)1 社の 2 社より構成さ

れております。 

    

３．経営方針 

  （１）会社の経営の基本方針 

     当社は『顧客のニーズを先取りして、 創造にチャレンジし社会に貢献すると共に、

社業の発展を期する』を経営理念として掲げております。様々な環境の中で使用され

る金属材料を腐食から守り、構造物の期待寿命を確実に維持させる技術と材料を提供

し、もって、省資源並びに地球環境の改善に寄与することを、当社の社会的使命であ

り存在意義と認識しております。 

          上記認識に基づき、国内最大の防食企業としての豊富な実績と技術力をベースに、         

お客様に高品質のサービスを提供することを経営の基本方針としております。 

 

（２）目標とする経営指標 

   株主重視の観点から、株主資本の充実を図る中で、当期純利益の増加により、ＲＯＥ(自

己資本当期純利益率)10％を経常的に達成することを、目標とする経営指標としております。  

   なお、当事業年度におけるＲＯＥは 8.5％であります。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略 

     防食業界における市場や競合、自社の状況を常に意識し、市場ニーズの先取りにより、

競合との差別化を図ることを経営戦略の骨子としております。 

このために、幅広く人材の活用を行い、技術力・営業力の継承と向上を図り、地域顧客

に密着した様々な商品・サービスを提供する「地域支店制組織」をとっております。また、

新事業の企画・実践・新技術の現場への適用推進を目指す組織として事業開発本部を設け

ております。 

以上により、「コア事業（港湾・地中・陸上の各事業）を堅持・進化させ、ＲＣ事業を拡

大して、着実な成長を目指す。」方針であります。 
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（４）会社の対処すべき課題 

     今後の事業活動におきましては、依然として公共投資の量的制約、競争入札による競争

の激化、資材・労務費の高騰、与信リスクの高まり等のダウンサイド・リスクを認識する

必要がありますが、公共投資の方向は、ライフサイクル・コスト低減の観点から、設備の

延命化を目的とする当社の防食事業にとって追い風であると認識しております。 

     このような判断、現状認識の下、当社は以下のことを対処すべき課題とし、全社一丸で

取り組んでおります。 

①  事業毎に技術に裏打ちされた提案営業を徹底し、防食効果の経済性を市場に浸透させ、

既存の更新にとどまらず、無防食設備や従来認識されていなかった新たな対象の「掘

り起こし」を図る。 

② 事業で培った技術力、営業力を総合的に活かし、新商品、新事業の展開を加速する。 

③ 生産性向上、更なるコスト・ダウンの継続により、競争力と収益力の維持を図る。 

④ 人材を確保・育成し、将来想定される事業環境の変化に柔軟に対応できる組織体制を

構築する。 

以上の実施に加え、日常の事業活動におけるたゆまぬ努力により、企業価値を高め、配

当可能利益の確保に努めてまいります。 

          

  （５）内部管理体制の整備・運用 

東京証券取引所ウェブサイトにて閲覧可能であるコーポレート・ガバナンスに関する

報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」に記載してお

ります事項と内容が重複いたしますので、記載を省略しております。 

当該開示資料は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（東京証券取引所ウェブサイト（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

  ４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

    当社は連結財務諸表を作成していないため、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するた

めの体制整備の負担等を考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。 
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　（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

　（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）未成工事支出金

個別法による原価法によっております。

（２）商品・製品・材料貯蔵品

月次総平均法による原価法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

によっております。

４．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（社内利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

５．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上し

ております。

（５）財務諸表に関する注記事項
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（３）工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。

（４）賞与引当金

従業員の賞与支払いに備えるため、翌期支給見込額の当期負担額を計上しております。

（５）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により案分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（６）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく必要設定額を計上しております。

６．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

７．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

為替相場の変動等により損失の可能性がある外貨建売上及び仕入の予定取引について、これと同一通貨の為替

予約を契約する事により、当該リスクをヘッジしております。

（３）ヘッジの方針

ヘッジの手段であるデリバティブ取引（為替予約）は実需の範囲内で行う方針としております。

（４）ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ対象である予定取引とは重要な条件がほぼ同じであり、ヘッジに高い有効性があ

るとみなされるため、有効性の判断を省略しております。

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

９．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税の会計処理

消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。
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　（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を当事業年度より

適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事

業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減して

おります。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が161,910千円増加し、繰越利益剰余金が104,205千円減少して

おります。また、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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　１．保証債務 　１．保証債務
財形持家融資制度及び住宅資金斡旋制度に 財形持家融資制度及び住宅資金斡旋制度に
基づく従業員の銀行借入4,831千円に対し 基づく従業員の銀行借入4,067千円に対し
保証を行っております。 保証を行っております。

※２．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成 ※２．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成
工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに 工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに
両建てで表示しております。損失の発生が見込 両建てで表示しております。損失の発生が見込
まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、 まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、
工事損失引当金に対応する額は4,460千円で 工事損失引当金に対応する額は3,419千円で
あります。 あります。

※１．他勘定振替高の主な内訳は次のとおりでありま ※１．他勘定振替高の主な内訳は次のとおりでありま
　　　 す。 　　　 す。

未成工事支出金へ振替 千円 未成工事支出金へ振替 千円

※２．売上原価に含まれている工事損失引当金繰入 ※２．売上原価に含まれている工事損失引当金繰入
 額。  額。

千円 千円

※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額は ※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額は
 178,072千円であります。  175,099千円であります。
 なお、当期製造費用に含まれる研究開発費は  なお、当期製造費用に含まれる研究開発費は
 ありません。  ありません。

※４．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含 ※４．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含
 まれております。  まれております。

受取利息 千円 受取利息 千円

9,519

（貸借対照表関係）

前事業年度 当事業年度
（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

（自　平成26年４月１日

（損益計算書関係）

前事業年度 当事業年度

19,766

578,062

40,098

545,228

18,640

   至　平成26年３月31日）    至　平成27年３月31日）
（自　平成25年４月１日

㈱ナカボーテック（1787）　平成27年3月期 決算短信（非連結）

16



前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
普通株式

合計
自己株式

普通株式（注）
合計

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 798株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

（決議）

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決議）

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
普通株式

合計
自己株式

普通株式（注）
合計

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 725株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

（決議）

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

（決議）

定時株主総会
284,213

株式の種類

普通株式

5,205,000

平成26年6月27日

155,049
平成25年6月27日

定時株主総会

１株当たり

平成25年6月28日

効力発生日

5,205,000

37,474
37,474

―

798 ―

37,474

当事業年度期首

30

配当金の総額
（千円）

１株当たり

配当金の総額

株式数（株）

普通株式

（千円） 配当額（円）

当事業年度
株式数（株）

利益剰余金

38,199

5,205,000
― ― 5,205,000

基準日

平成26年3月31日

（千円）

当事業年度末

平成26年6月30日

減少株式数（株）

配当の原資

55

―5,205,000 ―

38,199

当事業年度

効力発生日

増加株式数（株）

増加株式数（株） 減少株式数（株）

配当額（円）

配当額（円）

株式の種類
配当額（円）

基準日

（千円）

5,205,000

36,676 798 ―

5,205,000
5,205,000

株式数（株）
当事業年度

―

当事業年度

36,676

― ―

当事業年度末

平成25年3月31日

株式数（株）

―

平成27年6月26日
普通株式 232,506 利益剰余金

284,213

株式の種類

定時株主総会

１株当たり

平成26年6月27日
普通株式

45 平成27年3月31日 平成27年6月29日

基準日 効力発生日株式の種類
配当金の総額

配当の原資
１株当たり

37,474 725 ―

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度期首

725

効力発生日

平成26年3月31日 平成26年6月30日

基準日

55
定時株主総会

配当金の総額
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※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に ※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に
　　　掲記されている科目の金額との関係 　　　掲記されている科目の金額との関係
　現金預金勘定 千円 　現金預金勘定 千円
　関係会社預け金勘定 千円 　関係会社預け金勘定 千円

　 計 千円 計 千円
　預金期間が３ヶ月を超える定期預金 千円 　預金期間が３ヶ月を超える定期預金 千円
　現金及び現金同等物 千円 　現金及び現金同等物 千円

　２．重要な非資金取引の内容 　２．重要な非資金取引の内容
該当事項はありません。 該当事項はありません。

前事業年度
（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

―

2,177,240
3,102,801 3,482,084

2,597,006

（キャッシュ・フロー計算書関係）

―

　 至　平成27年３月31日）
（自　平成26年４月１日

3,102,801

925,560

当事業年度

3,482,084

885,077
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

前事業年度（平成26年３月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

(1)株式 168,050 80,587 87,463

　　貸借対照表計上額が (2)債券 － － －
　　取得原価を超えるもの (3)その他 － － －

小計 168,050 80,587 87,463

(1)株式 8,427 10,903 △ 2,475

　　貸借対照表計上額が (2)債券 － － －
　　取得原価を超えないもの (3)その他 － － －

小計 8,427 10,903 △ 2,475

176,478 91,490 84,988

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 1,650千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

４．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。

当事業年度（平成27年３月31日現在）

１．満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

２．子会社株式及び関連会社株式

　該当事項はありません。

３．その他有価証券

（単位：千円）

(1)株式 199,078 85,395 113,682

　　貸借対照表計上額が (2)債券 － － －
　　取得原価を超えるもの (3)その他 － － －

小計 199,078 85,395 113,682

(1)株式 7,886 11,578 △ 3,691

　　貸借対照表計上額が (2)債券 － － －
　　取得原価を超えないもの (3)その他 － － －

小計 7,886 11,578 △ 3,691

206,964 96,973 109,990

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 1,650千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

４．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

該当事項はありません。

合　　　計

取得原価

（金融商品関係）

貸借対照表計上額

合　　　計

種類 取得原価貸借対照表計上額 差額

（有価証券関係）

種類 差額

㈱ナカボーテック（1787）　平成27年3月期 決算短信（非連結）

19



（デリバティブ取引関係）

　　前事業年度

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引（平成26年３月31日）

期末残高がないため、該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引（平成26年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。

　　当事業年度

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引（平成27年３月31日）

期末残高がないため、該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引（平成27年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。

（持分法損益等）

　　前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

　　当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。

㈱ナカボーテック（1787）　平成27年3月期 決算短信（非連結）

20



前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

１．関連当事者との取引

　（１）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

会社等の名称 資本金又 事業の内容 議決権等の所有
種類 所在地 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

又は氏名 は出資金 又は職業 （被所有）割合

千円 ％ 千円 千円

その他の 三井金属鉱業 東京都 42,129,465 総合非鉄 （被所有） 余剰資金の預入れ △ 381,359 関係会社 2,177,240
関係会社 株式会社 品川区 電子材料 直接　30.4 営業上の取引 預け金

銅箔事業 役員の兼任 利息の受取り 18,640

　（２）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　　該当事項はありません。

　（３）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　　　該当事項はありません。

　（４）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　　該当事項はありません。

（注）１．上記（１）の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　余剰資金の預入れについては、三井金属鉱業株式会社における関係会社預り金制度に基づくものであり、
預け金に付される利息については、市場金利を勘案した上で、同社と利率を決定しております。

当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．関連当事者との取引

　（１）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

会社等の名称 資本金又 事業の内容 議決権等の所有
種類 所在地 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

又は氏名 は出資金 又は職業 （被所有）割合

千円 ％ 千円 千円

その他の 三井金属鉱業 東京都 42,129,465 総合非鉄 （被所有） 余剰資金の預入れ 419,766 関係会社 2,597,006
関係会社 株式会社 品川区 電子材料 直接　30.4 営業上の取引 預け金

銅箔事業 役員の兼任 利息の受取り 19,766

　（２）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　　該当事項はありません。

　（３）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　　　該当事項はありません。

　（４）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　　該当事項はありません。

（注）１．上記（１）の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　余剰資金の預入れについては、三井金属鉱業株式会社における関係会社預り金制度に基づくものであり、
預け金に付される利息については、市場金利を勘案した上で、同社と利率を決定しております。

（関連当事者情報）

関連当事者との関係

余剰資金の預入れ

関連当事者との関係

余剰資金の預入れ
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度超過額 675 千円 　貸倒引当金損金算入限度超過額 454 千円

　賞与引当金否認 124,740 千円 　賞与引当金否認 105,920 千円

　未払事業税否認 40,138 千円 　未払事業税否認 23,509 千円

　賞与引当金に係る未払社会保険料 20,162 千円 　賞与引当金に係る未払社会保険料 17,308 千円

　退職給付引当金否認 232,061 千円 　退職給付引当金否認 266,356 千円

　役員退職慰労引当金否認 18,331 千円 　役員退職慰労引当金否認 22,859 千円

　完成工事補償引当金否認 7,026 千円 　完成工事補償引当金否認 5,485 千円

　工事損失引当金否認 14,290 千円 　工事損失引当金否認 9,096 千円

　有価証券退職給付信託拠出損否認 37,003 千円 　有価証券退職給付信託拠出損否認 33,577 千円

　資産除去債務否認 9,442 千円 　資産除去債務否認 8,608 千円

　その他 11,165 千円 　その他 17,443 千円

繰延税金資産計 515,039 千円 繰延税金資産計 510,619 千円

繰延税金負債 繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △ 30,289 千円 　その他有価証券評価差額金 △ 35,571 千円

　固定資産圧縮積立金 △ 14,691 千円 　固定資産圧縮積立金 △ 13,331 千円

　その他 △ 2,598 千円 　その他 △ 2,743 千円

繰延税金負債計 △ 47,580 千円 繰延税金負債計 △ 51,645 千円

繰延税金資産の純額 467,459 千円 繰延税金資産の純額 458,973 千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

　　重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別内訳 　　重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 38.01 ％ 法定実効税率 35.64 ％

（調　　整） （調　　整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.72 ％ 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.72 ％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.11 ％ 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.09 ％

住民税均等割等 1.37 ％ 住民税均等割等 1.92 ％

税額控除 △ 2.07 ％ 税額控除 △ 3.75 ％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.29 ％ 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 4.97 ％

その他 △ 0.19 ％ その他 0.03 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.02 ％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.44 ％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額 ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額

　　の修正 　　の修正

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成 　　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地

　　26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度 　　方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３

　　から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税 　　月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法

　　金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26 　　人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金

　　年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について 　　資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64

　　は従来の38.01％から35.64％になります。 　　％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時

　　　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控 　　差異については33.10％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降

　　除した金額）は16,279千円減少し、法人税等調整額が16,241千円増加 　　に解消が見込まれる一時差異については、32.34％となります。

　　しております。 　　　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控

　　除した金額）は41,593千円減少し、法人税等調整額が44,697千円増加

　　しております。

（税効果会計関係）

当事業年度

（平成27年３月31日）

前事業年度

（平成26年３月31日）
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　１．採用している退職給付制度の概要 　　当社は、内規に基づく退職一時金制度

　（退職給付信託を設定しております。）の

　ほか、確定給付企業年金法に基づく規約

　型企業年金制度に加入しております。

　２．確定給付制度

　　（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の

　　　　 調整表

　　　　　 退職給付債務の期首残高 1,279,913 千円 1,372,366 千円

会計方針の変更による累積的影響額 － 161,910

　　　　　 会計方針の変更を反映した期首残高 1,279,913 1,534,276

勤務費用 74,649 88,908

利息費用 21,559 10,354

数理計算上の差異の発生額 41,017 21,228

退職給付の支払額 △ 44,774 △ 65,778

　　　　　 退職給付債務の期末残高 1,372,366 1,588,989

　　（２）年金資産の期首残高と期末残高の

　　　　 調整表

　　　　　 年金資産の期首残高 531,962 千円 614,197 千円

期待運用収益 － －

数理計算上の差異の発生額 29,415 43,449

事業主からの拠出額 72,106 84,823

退職給付の支払額 △ 19,287 △ 30,019

　　　　　 年金資産の期末残高 614,197 712,451

　　（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高

　　　　 と貸借対照表に計上された退職給付引当

　　　　 金及び前払年金費用の調整表

積立型制度の退職給付債務 1,372,366 千円 1,588,989 千円

年金資産 △ 614,197 △ 712,451

758,168 876,537

非積立型制度の退職給付債務 － －

未積立退職給付債務 758,168 876,537

未認識数理計算上の差異 △ 84,807 △ 39,000

未認識過去勤務費用 △ 22,234 △ 16,557

651,127 820,980

退職給付引当金 651,127 820,980

651,127 820,980

　　（４）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 74,649 千円 88,908 千円

利息費用 21,559 10,354

期待運用収益 － －

数理計算上の差異の費用処理額 45,111 23,586

過去勤務費用の費用処理額 5,676 5,676

確定給付制度に係る退職給付費用 146,997 128,525

（退職給付関係）

（自　平成25年４月１日 （自　平成26年４月１日

前事業年度 当事業年度

貸借対照表に計上された負債と資産
の純額

貸借対照表に計上された負債と資産
の純額

同左

 　至　平成26年３月31日）  　至　平成27年３月31日）

㈱ナカボーテック（1787）　平成27年3月期 決算短信（非連結）

23



　　（５）年金資産に関する事項

　　　　①年金資産の主な内訳

　　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比

　　　　  率は、次のとおりであります。

生命保険一般勘定 47 ％ 46 ％

株式 28 29

債券 21 22

その他 4 3

合計 100 100

（注）年金資産の合計には、退職一時金制 （注）年金資産の合計には、退職一時金制

　　　度に対して設定した退職給付信託が 　　　度に対して設定した退職給付信託が

　　　17％含まれております。 　　　16％含まれております。

　　　　②長期期待運用収益率の決定方法 　年金資産の長期期待運用収益率を決定

　するために、現在及び予想される年金資

　産の配分と、年金資産を構成する多様な

　資産からの現在及び将来期待される長期

　の収益率を考慮しております。

　　（６）数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　　主要な数理計算上の計算基礎

割引率

長期期待運用収益率 0.0%

前事業年度 当事業年度

（自　平成25年４月１日

0.7%

（自　平成26年４月１日

0.0%

 　至　平成26年３月31日）  　至　平成27年３月31日）

同左

1.7%
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　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、主に防食に関わる工事及び製品等の販売を行っており、対象施設別に港湾関連、地中関連、陸上関連の３つを

報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表作成のために採用している会計処理と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

（単位：千円）

売上高

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業ｾｸﾞﾒﾝﾄであり、国際事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント資産については、特に各セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

（単位：千円）

売上高

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業ｾｸﾞﾒﾝﾄであり、国際事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント資産については、特に各セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

190,098 2,557,191

前事業年度

10,608,814

1,650,735

セグメント利益又は損失（△） 1,258,046

―

計 6,168,440 2,511,962 1,123,627 9,804,029 1,276,169 11,080,198

― ― ― ― ―

2,511,962 1,123,627 9,804,029 1,276,169

― ― ― ― ―

10,608,814 1,650,735

― ―

　外部顧客への売上高 6,168,440

計 6,713,418 2,497,459 1,397,936 12,259,549

11,080,198

セグメント資産（注２） ― ― ― ―

セグメント資産（注２） ― ― ― ―

― ―

「その他」の区分の売上高

報告セグメント計

売上高

報告セグメント

9,804,029

1,276,169

1,397,936

526,584

2,497,459

683,396

その他
（注１）

合計
報告セグメント

港湾 地中

―

1,650,735

財務諸表の売上高

6,713,418

1,430,725セグメント利益又は損失（△）

　外部顧客への売上高

2,640,707

（資産除去債務関係）

陸上 計

240,582

12,259,549

2,881,289

10,608,814

その他
（注１）

合計
港湾 地中 陸上 計

12,259,549

647,199 461,846

11,080,198

当事業年度

2,367,092
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（単位：千円）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。

【関連情報】

１.製品及びサービスごとの情報

　　前事業年度及び当事業年度については、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　（１）売上高
前事業年度及び当事業年度については、本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 1,228.64円 １株当たり純資産額 1,260.35円

１株当たり当期純利益 149.14円 １株当たり当期純利益 105.50円

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益（千円）

普通株主に帰属しない金額（千円）

普通株式に係る当期純利益（千円）

普通株式の期中平均株式数（千株）

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

財務諸表の営業利益 1,232,742 852,125

「その他」の区分の利益又は損失（△） 240,582 190,098

全社費用（注） △ 1,648,547 △ 1,705,065

報告セグメント計 2,640,707 2,367,092

　 至　平成26年３月31日）

（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

前事業年度 当事業年度

（自　平成25年４月１日

（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

前事業年度 当事業年度

（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

5,167 5,167

545,151

―

545,151770,751

770,751

―

利益 前事業年度 当事業年度
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６．その他

１．受　　注　　高

　金　　　　額　 構成比 　金　　　　　額　 構成比

千円 ％ 千円 ％ ％

工 事 部 門 9,560,040 81.9 9,910,342 85.7 3.7

製 品 等 販 売 部 門 2,109,183 18.1 1,655,763 14.3 △ 21.5

合　　　　　計 11,669,223 100.0 11,566,106 100.0 △ 0.9

２．売　　上　　高

　金　　　　額　 構成比 　金　　　　　額　 構成比

千円 ％ 千円 ％ ％

工 事 部 門 10,126,882 82.6 9,269,952 83.7 △ 8.5

製 品 等 販 売 部 門 2,132,667 17.4 1,810,246 16.3 △ 15.1

合　　　　　計 12,259,549 100.0 11,080,198 100.0 △ 9.6

３．受　注　残　高

　金　　　　額　 構成比 　金　　　　　額　 構成比

千円 ％ 千円 ％ ％

工 事 部 門 1,270,603 81.8 1,910,993 93.7 50.4

製 品 等 販 売 部 門 283,210 18.2 128,727 6.3 △ 54.5

合　　　　　計 1,553,813 100.0 2,039,720 100.0 31.3

前事業年度末

（平成26月３月31日現在）

当事業年度末

（平成27月３月31日現在）

（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）　 至　平成26年３月31日）

前事業年度

（１）受注・売上・受注残高内訳表

区　　　　　　　分 増　減　率

増　減　率区　　　　　　　分

区　　　　　　　分 増　減　率

前事業年度

（自　平成25年４月１日

当事業年度
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